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１．第一種公衆電話の設置状況について
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（注）Ｈ１９年９月末現在

・第二種公衆電話と併設設置している第一種公衆電話は約４，０００台（全体の約４％）であり、人が多く集まる駅等に見られます。

・併設している第一種公衆電話は、第二種公衆電話に比べ利用額が高く、実際に多くのお客様にご利用いただいている状況にあります。
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２．ＬＲＩＣモデルを利用した個々の公衆電話の収支試算結果の提出

・Ｈ１９年度の個々の第一種公衆電話（市内＋離島通話）にかかる収益・費用について、以下の方法により算定。

費用

・Ｈ１８年度実績の１台当たり全国平均コスト単金に、Ｈ１９に計画した▲７％の効率化を
加味して算定。

収益
・ＭＡ毎に、公衆電話収入額（市内＋離島通話料）を把握した上で、利用度数比により１台
ごとに分計。

第一種公衆電話収入
（市内＋離島通話料）

管理部門
①端末コスト

②加入者回線コスト

③ＮＴＳコスト

④通話コスト

利用部門

：収容局別の１台当たりコスト単金

：都道府県別の通信量当たりコスト単金

主な試算方法

（１）試算の前提条件

・ＬＲＩＣモデルを利用し、端末・加入者回線・ＮＴＳ・通話毎のコスト単金を算定。

・算定に用いたＬＲＩＣモデルのコスト単金の扱いは、以下のとおり。

なお、ＬＲＩＣモデルにセットするコスト単価（公衆電話機の投資単価や１台当たり保守
費単価等）は、Ｈ１８年度実績のコスト単価に、現行ＬＲＩＣモデルで用いられる効率化
を加味し、Ｈ１９年度ベースとした。
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